
� はじめに

2011年、中国・日本・韓国・香港・台湾の

購買力平価（PPP）ベースでの実質GDPの集

計値が、米国、カナダ、メキシコからなる

NAFTA経済圏と欧州連合と英国の西欧圏を

凌駕した1)。頻繁に参照されるアンガス・マ

ディソンの推計によれば（Maddison 2003）、

この東アジア経済圏は、1820年の段階で世界

全体の�分の�以上に当たるGDPを生産し、

最も大きな経済圏を構成していた2)。東アジ

ア諸国のシェアは、20世紀半ばまでに�分の

�以上もの下落を示すことになるが、それに

続いて「日本の奇跡」、「アジアの四匹の虎（韓

国、台湾、シンガポール、香港）」、そして最

近の中国の台頭が起きる。東アジア諸国の経

済が、歴史的高水準にあった局面から劇的に

低落し、その後、地域全体として復活を遂げ

たことはどう考えられるのか。東アジア諸国

の発展経路には何らかの特徴があるのだろう

か。東アジア諸国の経験から、将来の経済発

展に何らかの知見が得られるのだろうか。

�人当たりGDPの通時的および超域的な

変化をもたらす基本的な構造について理解を

深めるため、ここ十年来、経済学者たちは、

技術と人口動態の内生的な相互作用に着目し、

分析を加えてきた。そこで明らかにされた知

見のうち、主立ったものを簡潔にまとめてみ

よう。人類の長い歴史において、新たなアイ

ディアは人口成長とともに生まれてきた（例

えば、Kremer 1993）。しかし、農業中心の経

済においては、技術進歩の成果は人口の増加

に直結するものの、農業生産技術が規模に関
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する収穫逓減の法則に服するため、必ずしも

�人当たりGDPの成長には寄与しない。い

わゆる「マルサスの罠」、もしくは「マルサス

的均衡」とよばれる状態である（例えば、

Hansen and Prescott 2002、Clark 2007を参

照）。しかし、かかる状態には動的な変化が

なかったわけではない。

新しいアイディアがある水準に到達し、土

地供給の制約を受けずに、規模に関して収穫

一定の技術が収益を生み出すようになると、

産業革命が起こり、物的・人的資本が都市工

業に再配分されるようになる（Galor and

Weil 2000, Hansen and Prescott 2002）。また、

乳児死亡率の低下と、西欧の分岐点たる米国、

オーストラリアなどへの移民の増加に伴って、

労働力人口も増加した。こうした人口動態の

変化によって引き起こされる�人当たり

GDPの急激な上昇は、「人口動態の贈り物

（demographic gift）」（Bloom and Williamson

1998）、もしくは「人口配当（demographic

dividend）」とよばれている。しかし、持続的

な技術進化が、人的資本投資の収益性と子育

てに対するコスト意識を高めるにつれ、人々

は養育する子どもの数を減らそうとする

（Becker et al. 1990）。こうした人口動態の変

化が、これ以前の過渡的な局面（ポスト・マ

ルサス的局面）における成長率には及ばない

までも、ソロー・ローマー的テクノロジー（内

生的技術革新）に支えられた�人当たりGDP

の上昇を維持する「近代経済成長」の枠組み

への移行をもたらすのである。しかし、以下

に論じるように、これが『歴史の終わり』な

のではない。

マルサス的局面から近代的な内生的成長へ

の移行は、西欧先進諸国の経済から導かれる

定型化された事実に基づいてモデル化される

ことが一般的である。しかし、新しい経済成

長論の革新は、経済によって�人当たり所得

が異なった水準を示すという現象を理解する

のに、異なるパラメーターに条件づけられて

さまざまな均衡成長経路が実現するとみるの

ではなく、むしろ一般的な発展過程における

異なった局面としてそれを理解することにあ

る（Galor and Weil 2000，Galor 2011）。かか

る統合的な視角に立つならば、東アジア経済

の奇跡は真に奇跡とは言えず、キャッチアッ

プの過程として理解されることになる

（Bloom and Williamson 1998, Ngai 2004）。し

かし、発展過程一般を、より正確に理解する

ためには、なぜ経済によって発展の諸局面の

開始時点や持続期間に差異が生じるのか、そ

して発展諸局面における制度形態が、例えば

西欧とアジアの間で、または東アジア内部に

あっても中国、日本、韓国（朝鮮）の間で、

なぜ異なるのか、といった疑問に応える必要

がある。さらに経済の将来の発展可能性を解

明する上で、どのような含意をこうした差異

から導き出すことができるだろうか。

� 東アジアにおける経済発展の諸局

面を特定する

議論を進めるに当たって、まずは中国、日

本、韓国の発展局面を、GNP（購買力平価ベ

ース）、人口およびその世代間分布と部門別

雇用という簡単な数値によって特定していこ

う。局面把握の上で決定的な要素となる制度

形態については、ここではひとまず考えない

でおく。先に紹介した統合的な視角に従い、

手始めにマルサス的局面、すなわち農業にお

ける雇用のシェアが80％を占め、�人当たり

所得が低位に安定している局面から検討する。

このようなシンプルな基準によれば、清朝後

期の中国、江戸時代後期の日本、そして李朝

後期の朝鮮の発展局面がマルサス的局面にあ

ったとみることに異論の余地はないであろう。

問題はマルサス的局面から次の局面への移

行の性質とその開始時期をどう考えるかであ

る。日本について言えば、その時期を明治維

新後とする見解が一般的である。�人当たり
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GDPを1990年における国際ドルに換算した

マディソンの推計（Maddison 2003）をもと

にして計算すると、1820年から1870年の期間

における複利年成長率が0.19％であったのに

対し、1870年から第二次世界大戦前における

ピークであった1941年の期間には1.92％とな

り、この見解を裏づけている。しかし、就農

人口の減少はほとんど無く、戦前期を通じて

1400万人の水準を維持している。Hayashi

and Prescott（2008）は、かかる状態を「労働

力移動におけるバリアがマルサスからソロー

への移行を抑制した」と表現している。

中国と朝鮮（韓国）について、第二次世界

大戦前の状態を特徴づけることはそれほど簡

単とは言えない。Maddison（2003）によれば、

1870年から1936年の間、中国における�人当

たりGDPの成長率は わずか0.09％、それに

対し人口成長率は0.52％であったとされ、典

型的なマルサス的状況が現出していたと言え

よう。就農人口が雇用人口に占める割合は、

1952年の段階においてもなお83.5％という水

準を維持していた。朝鮮（韓国）における�

人当たりGDPは、植民地支配下にあった1911

年から1938年の間にほぼ�倍となったが、第

二次世界大戦の終結とともに激しく落ち込み、

朝鮮戦争が終わる1953年まで、1911年の水準

を回復することはなかった。

次に20世紀後半に関するデータが、東アジ

アの発展パターンについて明確な見取り図を

提示してくれるものかどうか、見ていくこと

にしよう。

マクロ会計論の概念を中国、日本、韓国の

公的統計に適用して、�人当たりGDPの成長

のさまざまな源泉のパターンに注目すると、

一連の共通した発展局面を特定することがで

きる（表�）。ここで着目する要素は以下の

�点である。すなわち、①総人口に占める労

働力人口（15歳から65歳）の割合の変化率

（g(L/N））、②労働力人口に占める雇用率の

変化率（g(E/L））、③第一次産業（以下、Ａセ

クター）から第二次・第三次産業（以下、Ｍ

セクター）への労働力人口シフトによって引

き起こされる構造変化率（g(S））、および④

Ｍセクターにおける労働者�人当たり生産量

の変化率（g(YM/EM）である
3)。それらの結

果を、�人当たりGDPに関するマディソンの

推計（Maddison 2003）と比較して表�に掲

げた4)。

戦前期日本に関する先に示したデータを加

えると、ポスト・マルサス的局面は、さらに

�つの小局面に区分できることが示唆される。

第一の小局面は、緩やかな構造変化を伴う�

人当たりGDPの緩やかな成長によって特徴

づけられる初期工業化の局面であり、1952年

から1977年の中国、1880年から1944年の日本

に見られる。これに続く第二の小局面、すな

わち「人口配当」と相まって急激な構造変化

が進む中で、�人当たりGDPが急成長する局

面に至る。1977年から1989年の中国、そして

1955年から1969年の日本がこの局面に対応す

る。第一の小局面は、人的資源の移動が多か

れ少なかれ、政治的（中国の場合）、もしくは

社会的（日本の場合）に制限されているが（こ

の点は第�節で後述）、ＡセクターからＭセ

クターへの物理的な成長資源の移転を政府が

積極的に推し進める局面として知られている。

以後、この小局面をＧ局面とよぶ5)。

第二の小局面においては、人口動態的要因、

すなわち人口配当と雇用人口のＡセクターか

らＭセクターへの移転が、�人当たり所得の

高度成長に対し、25％から50％もの高い水準

で貢献する。クズネッツの古典的論文

（Kuznets 1957）は、国を超えて、あるいは時

代を超えて、就農人口比率が減少していくこ

とを「経済成長の量的側面」と名づけている。

東アジアでは、先行するＧ局面において生じ

た出生率の上昇と乳児死亡率の低下による人

口配当と相まって6)、そうした変化が、西欧

に比して遙かに短期間のうちに達成されたの

である。よってポスト・マルサス的局面にお
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けるこの第二の小局面を、クズネッツに因ん

でＫ局面とよぼう。

1970年から1989年にかけての韓国における

�人当たり所得の急上昇は、「開発国家均衡」

（Aoki 2001、169-174頁で定義した意味にお

いてＧ局面の�つの形態）として考えること

ができる。しかし、この成長をもたらした要

因の�分の�以上は、労働移動がもたらした

構造変化に求められる。このように、Ｇ局面

がＫ局面を吸収したという点で、韓国は東ア

ジアにおいて独特である。もっともこの独特

な性質は、植民地支配下にあった時代にすで

に現れていたと考えることもできる。公立小

学校、衛生管理システム、鉄道、水力発電、

灌漑設備といったインフラの整備が、戦後の

Ｇ局面に先行する形で実施されていたと同時

に（Eckert 2000）、田舎から日本や「満州」へ

の出稼ぎの労働移動もまた活発であったから

62 THE KEIZAI SEMINAR AUGUST/SEPTEMBER 2012

Feature 特集 経済史研究の新潮流

表� 中国・日本・韓国の�人当たりGDPの成長率とその源泉

注）＊は1990年ゲアリー＝ケイミス購買力平価で国際ドルに換算した数値。

出所）Maddison, Angus（2003）Development Centre Studies, The World Economy, vol. 2, Historical Statistics, OECD

Publishing, Table 5C, pp.558-563. および、

中国：National Bureau of Statistics of China, China Statistical Yearbooks and China Population and Employment

Statistical Yearbooks, 各年版、China Statistics Press.

日 本：The Population Census and the Annual Report on Current Population Estimates, 1955-2010；National

Accounts of Japan, 68SNA（1955-1979), 93SNA（1980-2010)

韓国：Principal Indicators of National Accounts（The Bank of Korea）, 1963-2010.



である7)。

Ｋ局面が終わると、�人当たりGDPの持続

的な成長は、Ｍセクターにおける労働者�人

当たりの生産性、とりわけ会社という文脈で

おこる全要素生産性と人的資本投資の改善に、

依存するようになる。この局面を、会社経済

（corporate economy）に因んでＣ局面とよぼ

う。日本は1970年代から1980年代までにＣ局

面への移行に成功したが、1990年代には労働

者�人当たりの生産性の持続的上昇を維持で

きず、2000年代にいくぶんか好転したとはい

えわずかで、また負の人口配当の現象があら

わになってきた。1990年代以降、マクロ経済

のマネジメントに難があったことは確かだが、

国際環境の変化（とくに、製造業における工

業化を遂げた中国の台頭）と人口動態の変化

（高齢化、出生率の低下）に対応した制度調整

にまだ成功していないことが、�人当たり所

得の成長に影を投げかけ始めた。これに対し

て韓国は、1989年から2008年までの20年間、

Ｍセクターにおける労働生産力の高い成長を

維持し続けた。人口配当は低下したが、労働

参加率の上昇、とくに女性のそれが補った。

1990年から現在に至る中国の�人当たり

GDPの持続的高成長は、一人っ子政策の結果、

もはや人口配当によっては支えられていない。

だが2000年代における�人当たりGDPの成

長のうち、ほぼ�分の�は、依然として構造

変化によるものである。公的な統計は、地方

戸籍を持ちながらＭセクターに移入した労働

者をカウントしていないため、表�に示され

た数値は、構造変化の寄与度をなお過小に評

価し、Ｍセクターにおける労働生産性の上昇

を過大に評価している可能性がある。構造変

化が�人当たりGDPの成長にいまだ寄与し

うるか否かは、現在中国で激しく議論されて

いる8)。日本と韓国にとって、Ｋ局面からＣ

局面への転換を遂げた劃
かっ

期
き

（日本では1970年

前後、韓国では1990年前後）は、就農人口比

率が20％を下回った時点として特徴づけられ

る。中国における就農人口比率は、公的な統

計によれば、2009年時点で、沿岸部で26.4％、

内陸部で46.3％とされる。20％という経験則

に照らすならば、沿岸部はＫ局面の最終局面

に到達したとみなしてよいだろう。

2009年の沿岸部における�人当たりGDP

（PPP評価）は�万616USドルであり、世界銀

行が推計した世界平均（�万691USドル）に

ほぼ匹敵するが、内陸部のそれは沿岸部より

55％も少ない（4,755USドル）。かくして中

国沿岸部が、中位所得の局面に到達したこと

はもはや疑いない。では中国は、いわゆる「中

位所得の罠」を回避して、Ｃ局面へ順調に移

行することができるだろうか。これまでのと

ころ、中国はＭセクターにおける労働生産力

の改善の恩恵を受け続けてきた。資本蓄積に

関する信頼のおけるデータが、公的な統計か

らはいまだ得られないため、これが全要素生

産性と人的資本投資によってどの程度説明さ

れるのか、確かなことは言えない。さまざま

な学術研究が、全要素生産性の推計を試みて

おり、それらはCao et al.（2009）によって丁

寧にサーベイされている。Caoら自身による

工業ベースの推計によれば、Ｍセクターの

1982年から2000年の期間における全要素生産

性の成長率は1.8％（第二次産業は2.1％、第

三次産業はマイナス0.3％）であり、労働者�

人当たりの生産量の上昇をもたらした主要因

は、全要素生産性というよりも、むしろ資本

蓄積であったとされている。

Ｃ局面における低出生率、そして医療の発

達と生活環境の改善がもたらす平均余命の延

長とが相まって、東アジアの�つの経済は、

労働力人口（15歳から65歳）比率の顕著な縮

小という問題に直面しているか、あるいは今

後直面することになる。日本では2000年代に

おいてすでに、この変化が�人当たりGDPに

負の影響を及ぼし始めている。出生率の低下

が反転する見込みがなければ、日本の労働人

口は今世紀半ばまでに、総人口の半分にまで
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低下すると予想されている。中国における労

働力人口比率も2011年にピークに達しており、

その絶対的規模も、10年以内に減少し始める

と予想されている。一方、韓国における労働

人口比率は、2015年まで頭打ちにはならない

が、それ以後の高齢化の速度は、日本よりも

早くなると考えられている。

人口動態のかかる変化が生じたとしても、

全要素生産性が着実に上昇し、同時に労働参

加率が上昇するか、あるいは出生率の減少傾

向が反転すれば、これら経済においても、�

人当たりGDPが上昇し続ける可能性はある。

しかし、そのような技術的、社会経済的、人

口動態的な特性の変化が、本質的に新しい社

会ゲームへの取り組み方を要求しているので

あれば、経済発展の新たな局面の可能性を考

えてみたくなる。そこでこの局面を、ポスト

人口動態変化の局面、もしくは単にPD局面

とよぶことにする。高齢化と出生率の低下を、

どの程度国際的に普遍な現象とみなすかにつ

いては議論の余地があろう。しかし、社会保

障、医療保険と国家財政の持続可能性が、経

済先進国全体に共通する政治・経済的問題に

なっているという事実が示す通り、東アジア

諸国はポスト人口動態変化の局面を先取りし

ていると考えることもできよう。とくに中国

については、この移行がＣ局面への移行と同

時に進行しており、Cai andWong（2006）は、

かかる現象を「中国が裕福になる前の高齢化」

とよぶことでその問題を表現している。

� いかなる意味で制度が重要なのか

これまでに経済の発展過程に関する一連の

局面、すなわちＭ、Ｇ、Ｋ、Ｃ、そしてPDと

いう	つの局面を特定してきたが、これは東

アジア経済に共通するものであると同時に、

先に紹介した経済発展に関する統合的視角と

も、かなりの程度親和的である。しかし経済

発展における数値的性質には共通性があると

しても、東アジア諸国内、あるいはそれ以外

の地域との間には、各局面を迎える時期やそ

の持続期間に差が見いだせる。それはなぜか。

そしてそれは、今後の経済発展を考察する上

でいかなる知見をもたらすのか。これらの問

いに回答を与えるには、制度を明示的に考察

する必要があることは疑いない。とは言え、

制度のとらえ方について、経済学者や、その

他の分野の制度研究者の間で見解の一致をみ

るのは容易ではない。近年、経済学者の間で

流行しているアプローチに、ある経済におけ

る制度の質を、想定される理想的な制度配置

からの距離で評価し、その経済発展に対する

外生的な影響を計測するというものがある。

そこで言う理想的な制度配置とは、例えば法

による支配、一般的な信用、企業統治におけ

る少数株主の保護など、欧米に範をとったも

のであるが、そのようにして測定される距離

にはどのような意味があるのだろうか。欧米

に追従する開明的な政策や革新的な企業家の

行動によって経済が「近代経済成長局面」へ

と収束することを通じて、この距離を縮める

必然性、蓋然性は存在するのであろうか。

ここでは制度を外生的にとらえる視角では

なく、筆者が近年の著作（Aoki 2001, 2010,

2011）で詳述してきた、以下のような概念的

な枠組みに従って、制度とその変化を理解す

ることにしたい。

制度の本質は、繰り返されまた将来も繰り

返されると一般的に認知されているような、

社会的ゲームのプレイの特徴的なパターンに

ある。このようなパターンは、実効的な法、

規範、組織、社会的ルールと記号その他の人

工物に要約的かつ一般的に具象化されるが、

それらを制度の実体形態とよぶ。それらの果

たす本質的な機能は、繰り返されるプレイの

社会的状態と、プレイヤー諸個人の予想とを

絶えず仲介することにある。そうして形成さ

れる諸個人の予想は、諸個人の選好と相まっ
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て、社会的ゲームの多かれ少なかれ安定した

プレイの状態を生み出し、それがまた一般的

に具象化された制度の実体形態が意味するこ

との信憑性を高めていく、という再帰的な状

態が生み出される。

このように、個人の社会的認識（主観的予

想）と現実にプレイされている社会的ゲーム

の状態が絶えず制度によって媒介されること

により、�人当たり所得や人口動態に特定の

傾向が生まれてくる。そのようなものとして、

制度それ自体は、ゲーム理論における内生的

な結果としての均衡概念に基づいて分析しう

るのである。

しかし、制度は変化するものでもある。そ

れ故に、各発展局面を超えて制度が辿る軌跡

は、第一次近似として断続的均衡経路

（punctuated equilibria）としてとらえられう

る。ところが、そうした断続的に生起する一

連の均衡は相互に独立なのではなく、互いに

リンクしている。ある特定の局面におけるプ

レイの状態は定常ではなく、�人当たり所得

水準の変化や、先行する局面に基づいて決定

される人口の世代構成などの人口動態的要素

によって変動する。こうした変化が、プレイ

の社会的状態の次の局面を予期したり、それ

への移行を条件づけるような、社会的ゲーム

の実験的で、新しいプレイの仕方をうみだす。

そして新たなプレイの状態が確立されると、

その特徴的なパターンがさまざまな制度の実

体形態に具象化されていく。したがって制度

は、経済と人口動態が動的に共進化していく

中で形成されるものとして理解すべきであり、

いずれか一方向の影響によって形成されるも

のではない。制度は、各国経済の経済的、人

口動態的な変数が次の局面に移行するための

条件を作り出すとともに、それらによって条

件づけられもする。そうした進化的歴史観を

深めるために、東アジアのＭ局面に目を戻し、

そこにおける制度の歴史的起源をさぐること

にしよう。

ランデスは、他の多くの歴史家と同様、清

朝中国が産業革命を迎えることなくその技術

進歩が滞った理由として、「自由市場と財産

権制度」の欠如と「社会生活全般を覆う全体

主義的統制」を挙げている。しかし、彼が農

業は「例外」としていることは面白い（Landes

2006，p.6）。Ｍ局面（後期）の東アジア経済

はいずれも農業経済が中心的であったことを

特徴としており、そこでは個々の小農家が、

数エーカーの小規模な土地を所有または賃借

して耕作していた。Oshima（1987）、Hayami

and Otsuka（1993）による説得的な議論が示

す通り、こうした小規模農家による農業経営

は、気候条件が変わりやすく、耕作に際して

細心の注意を必要とするモンスーン気候と親

和的である9)。このように自然条件、農業環

境を共有しながらも、東アジアの国々はさま

ざまな制度的特質を有していた。例えば、土

地所有権の保障、土地貸借契約の履行、農民

相互の信頼関係のあり方、相続慣行、そして

政治形態を本質的に規定する租税義務のあり

方などについて、東アジア内部にはかなりの

多様性が見られた。東アジア内部におけるこ

の多様な制度的対応は、東アジアを一括りに

論じることはできないことをわれわれに教え

ている。儒教（西欧におけるプロテスタンテ

ィズムとの対比において）、全体主義（民主主

義国家との対比において）、地主による搾取

（古典的マルクス主義の強調する）、同族結合

（法に基づく統治と一般化されたモラルとの

対比において）、集団主義（個人主義との対比

において）などの概念枠で一括することは到

底できない。Ｍ局面に見いだされる、時に顕

著で、時に微妙な差異は、東アジアの諸経済

の内部や、それ以外の地域との対比において

制度が辿る経路上に無視できない分岐点を提

供し、それによって経済が示すパフォーマン

スにも違いをもたらしたのである。この点を

掘り下げるべく、中国と日本における制度進
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化の諸起源をＭ局面に求めて、それらを様式

的に対称化してみよう。

� 清朝期の中国と徳川期の日本：

国家形態と農業規範を巡って

4.1 清朝中国における国家機構と私的社団

の相互浸透

Ｍ局面において、ともに家族経営に基礎を

置く小農経済を特徴としていた日本と中国で

あるが、相続慣行については大きな違いがあ

った。中国では男子間の均等・分割相続の慣

行が脈々と受け継がれているが、これはおそ

らく歴代王朝が、大規模土地所有に基づいて

台頭する対抗勢力の出現を防ぐために維持し

た伝統であると解釈できよう10)。いずれに

せよ、こうした慣行は農家世帯による土地所

有を小規模なものに押しとどめる傾向にある。

中国東部や東南部ではたとえ彼らが土地を手

放さざるを得なくなっても、買手と土地貸借

契約または期限付き買い戻し契約を結び、そ

の土地において耕作を続けることができ

た11)。

一方で土地は、郷紳（官吏出身地方名士）、

商人、富農たちの投資対象になった。貸借契

約にかかわる複雑なネットワークが、村内、

あるいは村を超えて構築され、時には誰がそ

の土地を耕作しているかもわからぬまま、貸

借権がさながら株式のように売買されること

もあった。しかし、租税負担はその多寡を問

わず土地所有者に課せられていた。では、土

地の貸借契約と租税義務はどのように履行が

担保されていたのであろうか。

村松祐次の『近代江南の租棧――中国地主

制度の研究』（1970）は700頁にも及ぶ大著で

あり、清朝後期から中華民国初期に、江南地

方（長江下流域）に組織された地主による土

地管理組織（租桟）の記録を精査・分析して

いるが、それは、Ｍ局面下の中国における契

約履行のメカニズムに関して大いなる示唆を

与えてくれる。租桟は、小規模の土地を広域

にわたり、かつ複雑に入り組んだ形で所有す

る、複数の土地所有者の代理人としての役割

を果たす。数百、場合によっては数千の小作

人から地代を集め、それを地方行政官に納付

し、その代価として手数料を受け取ってい

た12)。一般的に租桟は郷紳によって結成さ

れたが、他の地主からの委託、それも同族関

係にない地主からの委託を受けることもあっ

た。血縁宗族という擬制やそれに基づく祭礼

などの伝統的慣行が、政治的な正統性を獲得

し、世代を超えて組織を永続させるための具

象化として援用されたが、租桟の本質は中国

的な社団組織（corporations）を具現化した

ものと考えられうる。すなわち、租桟に参加

する地主は、必ずしも血縁関係に立脚して結

合しているのではなく、自発的に参加し、租

桟を通じて安定した地代収入を得た。もし租

桟がなければ、それには相応の費用を伴った

はずである。租桟は自然人の寿命を超えて存

続し、特定の個人から独立した官僚的経営機

能を内部に持っていた。また、租桟は地代滞

納を処罰したり、紛争を解決したりする必要

に迫られた時には地方行政官の支援を法的に

も物理的にも受けたが、同時に地代納付を強

制するための自前の暴力装置も有していた。

このように清朝政府の機構と租桟は戦略的

補完関係にあったと言える。遊牧民を祖に持

つ清朝政府は、地方統治能力の基盤が弱かっ

たが故に、私的契約の履行を強制する租桟を

是認し、支持することは、租税徴収を確保す

る手段となり得た。他方で、大規模地主は、

清朝に納付する租税を徴収する準公的な代理

人として、暴力的な地代徴収を正統化できた

のである。

こうした関係は、東南部の同族村落

（Freedman 1958, Baker 1979）や、清朝の重

要な税収手段であった塩の生産、販売、輸送

を独占した商人集団、清朝後期の「官督商弁」

（官による監督を受ける民営企業）などにも
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みられる（Feuerwerker 1958, Zelin 2009）。

以下の議論を進めるために、政治ドメイン、

または経済ドメインにおいて永続的に私的利

益を追求する組織を指して「社団」という言

葉をやや広い意味で使用しよう13)。そうす

ると、国家機構と私的財産所有者の中間的社

団との間の相互浸透関係を、中国のＭ局面に

おける制度的配置の重要な要素とみなすこと

ができる。だが、そうした擬公共的社団の存

在だけですべてがつきるわけではない。個々

の小農家族の間にも土地貸借、金銭貸借など

の契約関係があったのだから、こうした私的

契約はどのようにその履行が担保されていた

のだろうか。よく西欧との対比で誤解されて

いるように、もっぱら血縁関係、同族関係が

担保していたのであろうか。この問題に対す

る答えは、比較の視座を持つことにより、さ

らに明瞭に浮かび上がってくるであろう。そ

こで、以上を念頭に置きつつ、次に同時代の

日本に目を向けよう。

4.2 江戸時代日本の結託的ガバナンス構造

清朝が広大な統治領域を誇ったのに対して、

江戸時代の日本のガバナンスの機構は、徳川

幕府を頂点として、約300の藩が半自治的に

それぞれの所領を支配するという形態であっ

た。この幕藩体制とよばれる国家機構の内実

は、中央集権体制というよりは、幕府と諸藩

を包含する（ゲーム論的な意味で安定した）

全員参加的な結託の構造（inclusive coali-

tion）であったと言えよう。諸大名に対峙す

る幕府権力は、政治的秩序に対する重大な逸

脱行為が見られた場合に当該大名の領域支配

権を廃することができるという点において支

えられていた。しかし、このような懲罰が実

際に発動されたケースはきわめて稀であった。

そして、幕府も、各藩も、各支配領域におい

て一定量の年貢米を村々から徴収する排他的

な権利を所有していた。幕府は大名領内の問

題や統治にかかわる事柄に、直接的に介入す

ることはなかった。一方、大名も、村請制に

基づいて村々が所定の年貢を納めている限り

は、村内部の問題に立ち入ることはなかった。

農民による土地所有は、自治的な機能を持つ

村役人によって登記され、農地の取引は原則

的には同一村内に限られ、村をまたがって取

引することはできなかった。村内における土

地所有を巡る係争は、代官所に提訴すること

ができたが、実際には村内で影響力を持つ家

の家長が、村役人として仲裁に当たることが

一般的であった。武士権力の村からの隔離と

それを土台とした幕藩体制という結託構造は、

�世紀以上にわたって続いた戦国時代の紛争

に対する地政学的な解決策として生まれたも

のであった。江戸時代に入り、武力の行使が

制限されるに及んで武士達は、本質的には石

高に基づいてランクづけされる官僚となった。

貢租負担後の残余請求権を保有する村の構

成員は、水稲栽培のための灌漑ネットワーク

などの農業経営のインフラストラクチャーを

構築、ないし維持することや、農作業に際し

ての相互扶助などに関して利害を共有してい

た。集団で活動する際に生じうる「ただ乗り」

を防ぎ、構成員の協調行動を引き出すための

厳しい社会的規範が存在し、逸脱行為には社

会的制裁が加えられた。かかる制度的対応は、

世帯を村内における経済的・政治的な基本単

位とすることによって促進、実効化され、長

子相続が相続における規範となった。

4.3 規範の日中比較：

メンバーシップ対亅系

日本と中国で、国家と農民との関係が異な

っていたことが、農民間の信頼関係のあり方

に、それぞれ異なる影響を与えることになっ

た。江戸時代の農村において進化した規範は、

相互の義務、相互の信頼が村の構成員すべて

に向けられ、村外には向けられなかったとい

う意味で、「メンバーシップに基づく規範」と

よぶことができるだろう。村の構成員である
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ことは、協調の規範や相互監視に実効性を与

える上での必要かつ十分条件であったのであ

る。かくして村落への帰属意識に基づく規範

と準中央集権的な統治機構は、補完的な制度

として理解できる。村請という租税契約が、

残余請求権者たる村落構成員に村公用財の蓄

積に誘因を与えた一方で、村の構成員相互に

よる監視が政府に対する貢租納入契約の履行

を担保したのである。

清朝中国の東南部では、江戸時代の日本の

村々が公用財の利用、および貢租の共同負担

である村請制の両面において果たしたのと同

じ役割を同族組織が果たしていた（Freed-

man 1958, Baker 1979）。しかし、東部、東北

部に目を向けると、同族の紐帯は強くはなく、

契約は個人ベースで行われることが一般的で

あった。そこでは、親類関係にあることが自

動的に相互の義務と信頼を担保したわけでは

なかった14)。例えば、母親と息子の間でさえ、

貸借契約を結ぶ場合には担保をとることが求

められ、仮に息子に金がなければ、母親は、

たとえそれが同族外の者であっても、第三者

に自身の土地を貸与した方がむしろ望ましい

とも考えることがあった。

では、政府や租桟のような社団に第三者的

な契約実効主体として頼ることができない

人々の間では、契約はいかにして履行された

のであろうか。そうした取引を規制する互恵

的関係は、潜在的に利害を共有する人々が、

相互に自己の社会資本（評判）に投資するこ

とによって戦略的に支えられたのである。さ

らに、このような特定の互恵的関係を実効的

かつ信頼できるものにするためには、そうし

た関係のネットワークの一部である第三者に

よる監視を必要とした。こうして、特定のネ

ットワークの内部で結ばれる私的契約を「埋

め込む（embed）」信頼関係は、メンバーシッ

プに基づく規範が半自動的、半受動的に機能

するのとは異なり、選択的かつ能動的に構成

される。比較の観点から、それが「乂系」（社

会的関係を示す中国語）とよばれるものの戦

略的性質を明らかにする15)。血縁関係が契

約相手に関してより正確な情報を獲得したり、

契約違反者に対する有力な制裁機能を提供す

ることはもちろんあるだろう。それ故に、契

約関係が拡張された血縁関係の内部で多くみ

られることは不思議ではない。だがそれは必

ずしも取引が行われることを保証するもので

もないのである。中国では、私的領域におけ

る第三者的契約強制機関を欠いていたため、

「乂系」という名の社会資本への互恵的な投

資行動がこれを補完し、私的契約の文化とも

いうべきものが広く、そして深く社会に根付

いた。

さて、これまで、Ｍ局面下の中国、日本に

おける制度的対応の本質的内容を、政府と農

民の関係（農地に対する徴税の様式）、そして

農民相互の戦略的関係を規定する規範にしぼ

って、相当程度に定型化して対比した。以下

では、そうした制度的起源の相違が、中国と

日本のＭ局面から次の局面への移行をどのよ

うに規制し、特徴づけたのか、そして次の局

面における制度的構造の性質にいかなる影響

を与えたのかについて論じたい。

� Ｇ局面への移行：中国と日本の対比

欧州と東アジアが18世紀半ばまで経済発展

におけるマルサス的局面を共有していたこと

は疑いがない。それでは、なぜポスト・マル

サス的局面が、まず東アジアではなく欧州北

西部で始まったのであろうか。この問いは経

済史で長らく議論されてきた問題であるが、

近年では中国の復活を巡る議論と関連して新

たな注目を集めつつある（例えば、Pomer-

antz 2000，Landes 2006，Rosenthal and

Wong 2011）。本節では、「大分岐（Great Di-

vergence）」を巡る議論と補完的に、日本と

中国がそれぞれ異なる経路でＭ局面から脱し

た過程を論じ、さらに両国がＧ局面から高成
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長を遂げるＫ局面へと独特な経路で移行して

いく理由を論じる。

筆者はこれまでＭ局面の東アジアにおける

農村経済の重要性を繰り返し指摘してきた。

人口の大多数が農村地帯に居住し、かつ農業

に従事する者が多かったことに加え、大衆消

費財（例えば加工食品、綿・麻・絹の織物、

種々の道具・生活用品など）の大半が、農家

あるいは農業地帯に居住する手工業の専門家

族によって生産されていたからである。清朝

中国、李朝期の朝鮮における一体的な統治機

構、および日本の結託的な統治機構は、19世

紀前半までは小農経済に安定した労働環境を

与えた。小農家族は、季節や経済環境の変化

に応じて労働時間を農業と家内手仕事とに分

配し、これと共進化するように商人たちは、

種々の道具を供給する代わりに小農家族から

生産物を買い取り、市場に向けて販売した。

Rosenthal andWong（2011）が西欧に関し

て対称的な叙述を展開している。近代国家成

立以前は、度重なる戦争や、王侯、山賊など

による政治的紛争によって、田舎経済は決し

て手工業生産に適した環境にはなかった。何

らかの保護が加えられない限り、移動が可能

な生産財や生産物は、軍隊によって容易に奪

取された。したがって、手工業の大部分は城

壁都市の内部に居住する職人によって担われ

ていたが、食糧や原料調達の不便さや伝染病

のリスクなどの点から、労働や原料のコスト

は都市において相対的に高かった。Rosen-

thalらは、政治的紛争が都市における労働節

約的な技術への投資を加速し、発展させると

いう、意図せざる結果をもたらしたと論じて

いる。長い目で見れば、都市部の金融市場が

効率化していくにつれて、資本のコストも低

下していったが、工業化や技術革新に関する

欧州の先進性を説明するものとして、彼らが

描写した事情にも重要な含みがあるだろう。

対照的に、地方の生産物を媒介した中国の

商人たちは、富を蓄積するや、社会的地位、

とりわけ文官の地位を得ることを目的とした

人的資本への投資、および利得を生み出す土

地所有への投資に励んだ。日本では、準中央

集権的な国家の下で士農工商が厳然と区別さ

れていたため、社会・政治的な地位を超えて

革新能力が結合され、工業化へ向かうことは

なかった。

しかし西欧の技術や工場制生産が、東アジ

ア地域の国家の独立や民族の誇りを脅かすに

至って、統治形態の根本的な修正がさまざま

な形でうながされるようになった。清朝政府

は、「官督商弁」（官による監督を受ける民営

企業）の設立促進、武器生産を扱う「官商合

弁」（官民の合弁企業）の設立などの幼稚産業

保護策をとるとともに、米、塩などを輸送す

る事業に「招商」を導入した（Feuerwerker

1958，Zelin 2009）。これらの中には、有能な

官僚や民間人に支えられて収益を上げるもの

もあったが、大半は短命に終わった。1912年

に清朝が倒れた後、しばらくの間は、江南を

後背地に抱える上海などの都市において民間

の工場が設立される動きがあったが、軍事的

組織、政党、あるいは帝国主義権力がそれら

民間の商業・工業を支配するために競争する

ようになる。国民党政府は「官督商弁」の伝

統に立ち返ることにより、1947年までに工業

生産の	分の�以上を支配するに至った16)。

しかし、その支配は田舎で生み出された余剰

を工業部門の成長に結びつけるような具合に

地方にまで発展することはなかった。国民党

政府は、その設立初期から地税を州政府に委

譲し、州政府は郡レベルのエリートに地税徴

収を請け負わせていた。ここで言うエリート

とは、旧郷紳層や、州政府の軍事官僚と「乂

系」を持つ新たに台頭してきた勢力によって

占められていた。州政府への収税義務を果た

した後の税収残余は、こうしたエリートに帰

属したため、彼らは警察力を用いて小規模地

主も含めた地主層の地代収入を搾取すること

に専念した17)。このように、弱い国家権力と
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中間的社団組織（ここでは地方・郡レベルで

の税徴収請負人である擬公共的社団）の私的

利益追求の相互浸透という構造は、Ｍ局面と

同型のままにとどまり、それはＧ局面への移

行を妨げる主要因となった。対照的に日本が

迅速にＧ局面に移行したことは、幕藩体制と

いう結託的なガバナンス構造に帰しうるとこ

ろが大きい。

江戸時代後期の初期殖産興業は分権的に行

われていた。しかし、藩による分散的な殖産

興業は諸外国の脅威に対処するに十分ではな

く、それまで安住してきた幕藩体制に対する

各藩の努力はさまざまなランクの武士官僚を

巻き込みながら、幕藩体制を突き崩す形で次

第に統合されていった。この動きは、1868年

に結託構造の指導的プレイヤーである将軍職

の廃止として結着し、1871年には廃藩置県が

完了する。この運動の中心的な指導者によっ

て形成された明治新政府は、農地の所有権を

国の機関に登記することを公布し、土地所有

および契約不履行を巡る紛争は裁判所におい

て法に基づいて裁定されるべきとした。かつ

ての村請制に代わり、貢租は土地所有者個人

に対して現金で賦課されることになった。

旧結託構造内部の改革派の広範な参加が、

日本のＧ局面への移行を特徴づける。明治維

新に参画した武士は約4300人と推定されてお

り、これは武士の総人口の�％に当たる（坂

野・大野 2010）。優先すべきは殖産興業か軍

事的増強か、開国か攘夷か、将軍職をコント

ロールする代議制の設立か王政復古かなど、

さまざまなアジェンダが、最初は藩を単位と

して提起、議論されたが、強力な経済的、軍

事的資源と政治的スキルを蓄えたいくつかの

藩の間で、反徳川の結託が速やかに形成され

ていった。そのアジェンダは藩を超えて、交

渉や主導力を巡る競争、学習を通じて、柔軟

に設定されていった。準集中的な幕藩体制か

らの結託構造のプラグマティックな再編成に

よって、短期間のうちに、比較的無血の体制

移行が可能となったが、それは明治政府のエ

リート支配的、官僚的な性格をも規定するこ

とになった。

土地所有を巡る制度が劇的に変化したにも

かかわらず、村社会を規定した社会経済的規

範は根強く残った。小規模土地所有農民は、

1880年代のデフレのもとで地租納入の高負担

に晒され、その多くが小作人に転落した。

1880年代には20-30％であった借農地の比率

は、1890年代には40％に上昇した。不在地主

も含む新興地主たちは、家父長的な対応をと

ることによって、自らの小作料獲得の地位を

正統化しようとした。学校建設、祭礼への出

費、優秀なこどもへの進学援助などの公共財

を供給する一方で、村社会の相互監視システ

ムに依存しながら、小作料納付の義務感を植

えつけていったのである。先に指摘した通り、

明治維新期から第二次世界大戦期までの間、

就農人口は1400万人で一定していたが、この

背景には長子相続制の残存、そして村社会を

規制した社会的規範が存在した。Hayashi

and Prescott（2008）は、離農が制限されたこ

とによる経済的コストは、労働者�人当たり

の工業生産性の40％にも匹敵したと推計し、

儒教的精神に基づく民法（実際にはフランス

の民法を模倣したものであるが）の影響を批

判している。しかし、いかなる法も社会構造

の深い基層と適合していなければ効力を発揮

し得ない。農業世帯の新世代が学校教育終了

後、田舎を去って製造業企業に就職するよう

になったのは、ようやく第二次世界大戦後の

農地改革によって個人の土地所有が保障され

てからのことであった。よく知られているよ

うに、メンバーシップに基づく規範は、新し

い会社経済という文脈に移植され、Ｋ局面、

Ｃ局面におけるＭ産業の高い労働生産性を支

えた。

一方、中国では、最終的に共産党による政

治的統一が、Ｇ局面への移行をもたらした。

1950年代後半に組織された人民公社は、中央

70 THE KEIZAI SEMINAR AUGUST/SEPTEMBER 2012

Feature 特集 経済史研究の新潮流



政府と�億2000万の農民世帯との経済関係を

直結させた。工業部門に必要な資本は、農業

への課税と政府による農産物の独占的買い上

げによって農業部門から吸い上げられ、政府

の補助と価格統制を受ける国営企業へと投下

された。同時に、農民の移住は、強制的な戸

籍制度（戸口）によって制約された。つまり、

私的契約の伝統を犠牲にする形で、農民世帯

の根こそぎの「社団化」が進められたのであ

る。彼らの所得は、限界的に生産される商品

（競争均衡価格）によって決まるのではなく、

税引き後残余生産物の平均によって決まった。

したがって、子供が就労年齢に達することは

個々の世帯にとっては朗報であり、これが先

に指摘した1960年代における出生率上昇（後

続するＫ局面に人口配当を提供することにな

る）の�つの理由である。さらに農業生産の

集団化は、生産チーム（平均して20-30世帯）

のレベルでの社会的関係を選択的というより

は、包括的、強制的なものとした。しかしこ

のことは、場所によっては、新たな作物の作

付け、化学肥料の導入、灌漑設備への投資、

農業の機械化、公衆衛生といった、前時代で

は考えられなかった村全体での集団行動をも

可能にした。事実、1970年から1977年のＡセ

クターにおける�人当たり生産量は年当たり

1.65％で、Ｍセクターにおける2.33％に比し

て相対的に高い水準を示していた。

このようにして中国はＫ局面への移行を準

備する局面に到達したが、実際にＫ局面への

移行の引き金を引いたのは政府の政策ではな

く、村々における自主的な私的契約の復権で

あった。すなわち、政府への公社の納税義務

が、構成世帯への土地使用権の分割を通じて、

下請け化されたのである（吴 2004/2005）。

1980年代初頭には、農業生産において生じた

余剰は、農村に設立された郷鎮（TVEs）企業

を通じて工業資本へと転化されるようになっ

た。村内における「乂系」と復権した私的契

約が補完的に作用することにより、郷鎭企業

が勃興し、中国風のＫ局面への移行を主導し

たのである。こうした制度的発展が、国営企

業と結託した国家による略奪に対する防護壁

の役割を果たした（Che and Qian 1998）。

� 結論

本稿では、経済発展の過程には国を超えた

共通性が見いだせると指摘した。冒頭に紹介

した統合的視角が示唆するように、共通性を

見いだす努力によってわれわれは経済発展と

いう事象をより深く理解できると考えたから

である。その一方で、発展の各局面の開始時

期、持続期間、そして制度形態に、国によっ

て大いなる違いがあることも指摘した。これ

らを整合的に理解するには、経済・人口動態・

制度の共進化を比較の視座から分析していく

ことが求められる。歴史的経路依存を無視し

て、先進経済における法体系を発展途上国に

適用しようとしたところで、経済発展の問題

は解決できない。本稿では中国と日本の比較

を軸にしてこの問題に取り組み、両国が次な

る局面へ進むために取り組まねばならない課

題、すなわち制度の歴史的な経路依存にかか

わる論点を提起した18)。

※この論文は、2011年7月、中国精華大学で行われた国際経

済学会における会長講演の抄訳である。全文は、Aoki

（2012）を参照されたい。

注

�）世界通貨基金（IMF）の推計によれば、2011年における

購買力平価ベースでのGDPの集計値は、東アジアが18.5

兆USドル（23.4％）、NAFTA加盟国が18.2兆USドル、

西欧圏が18.1兆USドルであった。

�）1820年における全世界の生産量に占める割合は、西欧

全体で23.8％であるのに対して、日中朝�カ国の合計は

36.6％に上った。同時点における米国のそれはわずか

1.8％に過ぎない（Maddison 2007，表3.4B）。東アジア

のシェアは1950年までに7.9％に下落する。

�）具体的には以下の計算によって分解される。Y＝GDP、

N＝人口、L＝労働力人口、E＝総雇用量、Yi＝iセクター

における生産量（i＝A、M）、Ei＝iセクターにおける雇用

量（i＝A、M）とする（Ａは第一次、Ｍは第二次・第三次

産業）。Y＝YA＋YM、E＝EA＋EMとすると、
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y＝Y/N＝(L/N)(E/L)[EA/E×YA/EA＋EM/E×YM

/EM]＝(L/N)×(E/L)[1−αΔ]×(YM/EM）

となる。ここにα＝EA/E、Δ＝[1−(YA/EA)/(YM/EM）］

である。［1−αΔ］をSとおき、構造変化のインパクトを

測る変数とみなすと、Ａセクターの労働シェア（α）が

減少するか、あるいはＡセクターとＭセクターとの間の

生産性格差（Δ）が小さくなればSは上昇し、�人当たり

GDP（y）に対して正の効果を持つことになる。諸変数

の成長率をg(・）で示すと、以下が成立する。

g(y)＝g(L/N)＋g(E/L)＋g(S)＋g(YM/EM）

KMをＭセクターにおける資本サービスの投入量、θM

をＭセクターにおける資本分配率とするならば、Ｍセク

ターにおける労働生産性の成長率は、さらに以下のよう

に分解することができる。

g(YM/EM)＝[1/(1−θM)]g(TFPM)

＋[θM/(1−θM)]g(KM/YM）

�）マディソンは、中国のGDP�人当たりの成長に関して、

公的統計から推計した値よりも低めに評価している

（Maddison 2003）。中国における地方政府のリーダーは、

高い経済成長率によって昇進という報酬を受けるので、

生産力の成長を過大に申告する傾向がある。中国の公的

統計全般に対する点検と修正の試みについては、Young

（2003）を参照。

�）中国における農業に対する政府投資額は、1951年から

1978年にかけて1,760億元であったが、農業部門は同期

間に6,000億元の資本を工業化のために供出していた（吴

2004/2005，p.117）。

�）日本は1900年から1947年まで粗出生率（人口1000人当

たり年間出生数）が30‰以上と高い水準を保っていた。

中国における粗出生率は、人口減をもたらした「大躍進」

の後、1962年には40‰以上に急上昇し、1970年まで30‰

以上の水準を保っていた。しかし、一人っ子政策の導入

以前であるにもかかわらず、1970年代には20‰以下にま

で持続的に低下した。

�）Cha and Kim（2006）は1911年から1940年の期間におけ

る�人当たりGDPの成長率が2.37％であったとしてい

る。韓国の市場経済の起源を植民地時代に求める計量経

済学的な分析についてはCha（2000）も参照されたい。

労働力移動についてKwon（1977）は、1940年に20歳代の

朝鮮人の14％が、日本と「満州」の労働市場に流入した

と推計している。これらの大部分は、第二次世界大戦後

に帰国し、国内の労働市場に参入した。

�）この議論は中国では、中国経済がルイス的転換点に直

面しているのか否か、といった形で言及されている。

�）モンスーン気候の環境的な条件は、長江流域、中国東

南部、そして日本における水稲栽培に適合的であるが、

これを東アジア全域に当てはめることはできない。北部

中国の気候条件は水稲栽培に適しておらず、複数の賃金

労働者を雇用する経営的な農業が、家族農業と並んで存

在した（Perkins 1969, Huang 1985）。李朝期朝鮮の農村

は�つの階層に分化していた。すなわち、上級官僚を出

自とするという兩班、兩班によって相続の対象となり、

売買されることもあった奴婢（17世紀に総人口の�分の

�を占めた）、平民の�階層であり、Palais（1996）はそ

れを「奴隷制社会」と問題含みの性格づけをした。しか

し、奴婢には多様な存在形態があり、18世紀以降には水

稲栽培を展開し、長期的な地主小作契約を結ぶようにな

る者も存在した（Rhee and Yang 2010）。18世紀には経

済が比較的安定し、人口も増加したため、森林の耕地化

が進み、伐採された木材は需要が増大した建築資材や燃

料として用いられた（Lee 2011）。この結果、19世紀には

深刻な環境問題が生じ、農業生産性は劇的に低下した（李

2008, Jun et al. 2008）。それに伴い李朝政府と兩班とい

う両輪の支配力が衰退するにつれ、兩班に支配された村

から独立した小農家族が独自の村を形成していくように

なる（李 2008）。こうした点で李朝期の朝鮮は、Ｍ局面

において小農経済を志向する東アジアの中での例外とは

言えない。

10）この慣行は商鞅（BC.390-BC.338）の時代に遡ること

ができる。商鞅は、秦の始皇帝国の祖先に法律顧問とし

て仕え、複数の成人男子同士が�つ屋根の下で暮らすこ

とを認めない法令を定式化した法家として知られる。こ

の法家思想は、複数世代がともに暮らす「理想的家族」

の形成を道徳的に推奨する儒教とは、政治的イデオロギ

ーとして緊張関係を持つものであった。かくして社会科

学的分析を加えるに際しては、血縁関係に関する�つの

類型を区別することが有益である。①農業経営�単位の

構成員が同居する基本的な家族、②血縁関係にあり、同

じ村空間に居住し、共通の血縁的信頼関係を持つメンバ

ーによって構成される血縁組織、③都市部の富裕な郷紳

や商人によって組織されることの多い、血縁関係のない

個人同士が結合する擬制的同族組織である（Freedman

1958, 1970，pp.13-14、Baker 1979）。Ruskola（2000）は、

社団（corporation）という概念を、いわゆる同族組織

（clan organization）に適用している。儒教が王朝の政治

的支配を正統化するイデオロギーとして動員された国に

あって、それは「個人的」利得の追求によって成り立つ

「私的な」経営体の存在を正統化する法的なフィクショ

ンとして機能したとする。同意できる見解である。筆者

のここでの関心は農業経営の単位としての家族にあるが、

家父長制的家族構造は、農村では必ずしも永続的、かつ

安定的なものではなかった。Buck（1937）は、1930年代

初頭には、家族の70％が平均世帯人数5.21人の単婚小家

族であったと推計している（類似の推計として、Freed-

man 1958，p.311参照）。

11）Perkins（1975）によれば、1912年の時点で全農業世帯

に占める小作世帯の割合は、中国東部、東南部は平均し

て28％（31-52％の地域的ばらつきを含む）、北部、北西

部は13-20％であったと推計されている。Buck（1937）

の推計は、これより高い数値を示しているが、地域的な

傾向は似通っている。

12）村松（1970）は、19世紀後期には、地代のうち約20-30％

が租税、10％が租桟に支払われ、残る60-70％が地主に対

して支払われていたと報告している。しかし、1920年代

以降、租税率が上昇したのに反して、地主の取り分は急

激に低下した（村松 1970, pp.31-43）。この点については

Perkins（1975）も参照のこと。

13）Aoki（2010）、4頁において、「コーポレーション」に以

下に掲げる包括的な定義を与えた。コーポレーションと

は、ある目的に沿って集団活動に従事する複数の自然人

からなる自発的、永続的な団体であり、独自のアイデン

ティティを持ち、ルールに基づいた自己統治的な組織と
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して具現化される。この定義は、所有権の譲渡可能性と

いう特徴を持つ現代的企業に先立って現れた中世の教会、

大学、都市のような団体をも包含する。

14）村松（1949/1975）に引用された、満鉄調査部によって

1935年から1942年にかけて行われた北部の村々に関する

膨大なフィールドワークは、契約の履行、および相互の

信頼関係の両面において、血縁関係にあることの意味が

薄れていたことを示唆する数々のインタビューを記録し

ている。

15）「豫系」の解釈を巡っては、中国をフィールドとする文

化人類学者の間で現在でも議論が行われており、そこで

は「豫系」を情緒に基づくものと理解すべきか、戦略的

なものと見るべきかで見解がわかれている。しかし、ゲ

ーム理論的観点から見れば、これら�つの見解は相互に

矛盾するものではない。ある特定のドメインにおける社

会的ゲーム（例えば村や集団）を考えた時、プレイヤー

たちは、言葉、仕草、贈り物、助け、好意といった社会

的シンボルを、相手の感情利得に影響を及ぼすために交

換している。相手から互恵的対応を引き出そうとして、

そうしたシンボルを送っているとするならば、各個人は

自己の社会資本に対して投資を行っていることになる。

近年の神経科学は、あたかも「ニューロ通貨」（Monta-

gue and Berns 2002）が脳内の神経ネットワークにおい

て交換されているかのように、感情に関する利得と、物

理的利得または快楽に関する利得がトレードオフの関係

にあることを明らかにしている（Fehr and Camerer 2007，

Izuma et al. 2008）。したがって、自己の社会資本が損な

われると判断されるならば、人々は、経済的取引におい

て、他者の協調行動にただ乗りすることや、他者の犠牲

の上に利己的利益を追求することを慎むようになるだろ

う。

16）Rawski（1989）の推計によれば、1912年から1936年の

間、工業生産は年平均8.1％上昇していた。しかし、中華

民国、国民党政府時代の40年間、GDPに占める工業生産

の割合は一貫して低く、近代産業と田舎経済とのリンク

も存在しなかった。1933年のGDPに近代製造業が占め

る割合は7.5％であったのに対し、前近代製造業のそれ

は12.4％であった（Perkins 1975，p.117）。

17）地方における地税徴収に関する満鉄の調査結果は村松

（1949/1975）に詳しいが、それによると、1942年の山東

省における警察支出は租税収入の�分の�であった。

Huang（1985）もまた、河北地方のある県における警察、

防衛費は予算の60％以上を占めていたことを報告してい

る。

18）本稿では、中国、日本のH局面、PD局面への移行に関

する節は、紙幅の都合上、割愛されている。
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